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研究成果の概要（和文）： 
 本研究では欧州におけるムスリム移民の統合を形式面と実質面から整理し、前者の整備
は進んでいるが後者には更なる可能性があることを把握した。宗教実践を重視する、特に
社会的アクセスが限られているムスリム女性移民の場合、実質的統合が重要となる。それ
を促進するのは、ノンフォーマル教育によって自信を持つようになった学習者が、同様の
課題を抱える女性から母語で支持されながらも、社会参加することであることが分かった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study illustrates instrumental and constitutive aspects of integration for Muslim 
immigrants in European societies and points out the potentials in the latter aspect. 
The constitutive integration is important for Muslim immigrant women, especially 
who emphasize religious practice with limited access to host society. The study 
identifies they promote the constitutive integration as they are empowered in 
non-formal education project, while they are trustfully supported by those share such 
experiences and cultures as a mother language and habits. 
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１．研究開始当初の背景 
 これまで研究代表者は、欧州諸国に移民を
送り出しているトルコ共和国の近年の教育
改革に見られる世俗主義とイスラーム主義
の相克に関する研究、同時に主にドイツとス
ウェーデン在住のトルコ移民を対象とした
調査研究を行い、それらを横断するように持

続可能な社会に向けた学校内外の教育実践
について文化的多様性と社会的関係性の点
から研究を行ってきた。そして、トルコ移民
の教育には、出身地との関係が重要であり、
受入国の政策的主導に加え、市民の参加が地
域社会の取り組みを定めるという知見を得
た。これをさらに学術的に深化させるため、
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わが国では未だ蓄積が比較的少ないイスラ
ームと教育に関する研究上の意義、及び将来
わが国が行う可能性のある移民受入に関す
る対応への貢献という社会的意義から、本研
究の着想に至った。 
 本研究のキーワードは、「社会統合」、「イ
スラーム教育」、「ソーシャル・キャピタル」
である。まず、欧州における「社会統合」で
は、移民の子どもの学力と社会経済的背景
（OECD 2006）や 6 つの政策分野から移民
の社会統合状況を指標化した移民統合政策
指標（MIPEX 2007）等が研究に用いられて
いる。統合に重要だとされる言語教育として
は、複言語主義（James & Garret 1992）が
主流となり、欧州言語共通枠組（CEFR）や
実践事例も増加している。また、欧州受入社
会への統合に対する阻害要因として、2001
年の 9.11 テロに前後して暴動などの社会的
不安定要素が強くなったこともあり、イスラ
モフォビア（イスラーム嫌悪）の研究も多い
（ Commission on British Muslims and 
Islamophobia 1997; Runnymede 2003; van 
Driel 2004; Richardson 2004; EUMC 2006）。
さらに、少数集団の異文化適応に関する理論
（例：Berry ら 1992; 2001）は、統合、同化、
分離、境界化という分類で移民の社会的位置
づけを整理する。これらの研究では、トルコ
移民は統合や同化を避け、分離傾向を持つこ
とが指摘されている。なお、日本国内におけ
るムスリムについて学校教育と社会統合の
側面を扱ったもの（杉本 2000; 桜井 2003）
では、学校の強い同化主義と社会の弱い宗教
的圧力が述べられている。 
 第 2 のキーワード「イスラーム教育」につ
いては、近代教育の体系とは必ずしも同様で
はないことが指摘され、その対応・経験も欧
州諸国では蓄積されている。例えば、次のよ
うな記述である。神の言葉を記した聖典クル
アーンが書かれているアラビア語では元来、
教授、訓練、躾などの間の区別はない（Bahgat 
1999）。ムスリムは知識、身体的成長、礼節
を獲得することが重要とされ（Halstead 
2004）、暗記中心の学習はクルアーンの朗誦
と生涯をかけたムスリムとしての実践に求
められる（Boyle 2007）。そして、保護者は
そうした教育を子どもに保障する義務があ
るとされる。教師向けにムスリムの子どもと
保護者への対応について多様性と保護者・学
校間の協働を記したもの（例：Parker- 
Jenkins 1995）でも、学校のみでムスリムの
教育は収まらないことが言及されている。こ
のことから、ムスリムが求める教育は、学校
教育に加え、モスク（イスラーム寺院）や家
庭の教育が含まれることが言える。従って、
本研究では教育を、学校内か外かという形式
的な分類ではなく、学習者の背景・文脈及び
参加によって捉える近年のノンフォーマル

教育の理論（Rogers 2004）を用いる。 
 そして第 3 の「ソーシャル・キャピタル
（SC）」は、社会関係資本という訳語があて
られている通り、個人の蓄積する能力や財産
等の他の資本とは異なり、集団における利益
及び機能の集合である。その研究には、教育
への資源としてBourdieu（1986）やColeman
（1988 等）、相関として Putnam（2000 等）、
成果の一部として Fukuyama（1999）や
Baron ら（2000）等がある。国際機関では、
地域開発の鍵概念として扱った世界銀行
（Narayan 1999）、SC を学習成果の一部と
して捉える OECD（2001; 2007）があり、
Field（2008）は SC 研究とその重要性が増し
ていることを指摘する。国内における SC 研
究は内閣府（2007）や地方自治体（例：北海
道 2006）の他、教育研究（例：『教育学研究』
第 73 号等）もある。これらの研究で用いら
れる SC の形態には、同質的な集団内におけ
る強い「結合」、異質な集団間における「橋
渡し」、行政サービスなどとの関係を扱う「リ
ンク」がある。本研究申請者のこれまでの研
究から、ムスリム移民に特徴的な傾向として、
強い「結合」があり、本来「橋渡し」で扱わ
れるネットワークもイスラームのものに限
られ、「リンク」を利用する集団と完全に分
離している集団が見られた。ここでも「社会
統合」と関連する異文化適応理論の分類を用
いることができる。なお、教育成果としての
人的資本に比べ、本研究においては、教育と
の間には資源かつ成果という SC の循環が捉
えられることに留意する。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、イスラーム教徒（ムスリ
ム）移民の受入社会に対する社会統合にはソ
ーシャル・キャピタルの蓄積が影響を持つこ
とを、学校内外の教育実践に着目し、移民の
視点から明らかにすることであった。 
 これは、i) ムスリム集団は民族的多様性を
伴いつつも、滞在先への同化はあまり見られ
ない、ii) ムスリム家族にとってイスラーム
教育と近代教育の間に乖離がある、iii) それ
らの背景にはムスリムのネットワーク、参画、
規範があることを比較教育研究によって体
系化を試みるものであった。 
 
３．研究の方法 
 本研究で用いた方法は、文献調査・理論研
究と海外フィールド調査による聞き取りで
あった。 
 
４．研究成果 
 まず、本研究による知見を次の 3 点紹介す
る。1）欧州におけるムスリム移民の統合を
形式的統合と実質的統合の両側面から整理
し、前者の整備は進んでいるが後者には更な



る可能性があることが示唆された。宗教実践
を重視する、特に社会的アクセスが限られて
いるムスリム女性移民の場合、実質的統合が
重要となる。2）受入社会において外部との
接触を持つ学童や男性移民を一方の極とし、
他方に外集団との接点が最も小さいムスリ
ム女性を位置づけ、彼女たちを主な研究対象
として、統合の幅を指摘することができた。
これによって、統合には多数派と少数派の双
方の歩み寄りが重要であることを示された。
3）実質的統合を促進するのは、ノンフォー
マル教育によって自信を持つようになった、
それまでは制限を受け入れていたムスリム
女性の学習者が、同様の課題を抱える女性か
ら母語で支持されながらも、エンパワーされ、
社会参加することであることが分かった。 
 こうした知見を得ることができたのは、既
に研究代表者が欧州における移民の教育に
関する研究とイスラーム教育に関する研究
を蓄積、そしてソーシャル・キャピタル研究
を進め、これらの蓄積の上に、本研究を展開
できたことが理由として挙げられる。以下に、
本課題研究による研究成果を具体的に列挙
する。 
 本課題研究による文献調査・理論研究では、
社会統合に関連し、EU における複言語主義
の背景と実践事例、移民研究、エンパワメン
ト研究のレビューを行い、それぞれ論文とし
た。複言語主義は多言語主義の理想状態より
も現実的な状況への対応ともとられ、その背
景には欧州における移民の存在があること
を、欧州理事会の資料で裏付けた。移民研究
レビューでは、他分野における研究蓄積を概
観した後、教育研究としての課題について記
した。特に、学際的アプローチが今日の動的
なトランスナショナル状況に必要であるこ
とを指摘した。エンパワメント研究によって、
社会的弱者と位置づけられる中でも外部と
の接点が極端に小さいムスリム女性に対す
るアプローチを整理した。イスラーム教義お
よび伝統的規範による教育ニーズと欧州受
入社会における価値観との間にあって、いか
に女性たちが外部からの圧力および周辺環
境ならびに自らの意識の影響へ対応するか
を 3 つの層で整理することができた。 
 海外フィールド調査として、トルコ教育省、
欧州評議会、在ドイツ・トルコ大使館、教育
NGO、宗教団体、ベルリン行政府、大学など
研究機関へ聞き取りを行い、移民の社会統合
に取り組みの詳細な情報を得た。それらから、
ホスト側（ドイツ）の教育支援だけではなく、
出身側（トルコ）からの支援も構造化された
ものが重要であることが示唆された。また、
ドイツ（ベルリン）において母親ムスリムを
主な対象としたノンフォーマル教育支援事
業について、これまでの研究蓄積としてまと
め、論文および国内外の学会において成果発

表し、評価を得ることができた。 
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